
流動資産 35,074,976 流動負債 20,287,406

現金及び預金 1,291,859 未払金 4,094,506

営業未収金 10,378,770 未払消費税等 38,624

短期貸付金 21,463,727 未払法人税等 218,911

1年以内回収長期貸付金 1,100,000 売上預り金 14,874,059

商品 127,812 前受収益 155,026

その他 712,807 契約負債 8,142

賞与引当金 315,950

その他 582,185

固定資産 57,412,468 固定負債 23,121,597

有形固定資産 46,108,356 長期未払金 11,847

建物 43,109,986 預り保証金・敷金 21,157,224

構築物 247,038 資産除去債務 471,703

機械及び装置 132,813 退職給付引当金 1,480,821

器具備品 1,752,481

建設仮勘定 866,037

無形固定資産 725,294

施設利用権等 14,588

ソフトウエア 710,705 株主資本 49,078,441

　資本金 1,630,000

投資その他の資産 10,578,817 　資本剰余金 5,870,518

投資有価証券 2,100,312 　資本準備金 1,612,500

関係会社株式 1,245,089 　その他資本剰余金 4,258,018

長期貸付金 2,500,000 　利益剰余金 41,584,132

長期前払費用 126,716 　利益準備金 250,992

差入預託金・敷金 1,369,066 　その他利益剰余金 41,333,140

繰延税金資産 3,235,492  　　別途積立金 11,150,000

その他 2,140  　　 繰越利益剰余金 30,183,140

  自 己 株 式 △ 6,209

 

(注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

負　債　合　計

貸  借  対  照  表
（2023年3月31日現在）

（単位：千円）

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

資　産　合　計 92,487,444 負債・純資産合計 92,487,444

（資産の部） （負債の部）

（純資産の部）

純　資　産　合　計

43,409,003

49,078,441

 



（単位：千円）

売上高

不動産賃貸等収入 41,866,260 41,866,260

売上原価

不動産賃貸等原価 36,326,623 36,326,623

売上総利益 5,539,637

販売費及び一般管理費 3,207,037

営業利益 2,332,599

 営業外収益

受取利息 64,842

受取配当金 30

その他 152,144 217,016

 営業外費用

為替差損 289

　 その他 19,016 19,306

経常利益 2,530,309

 特別利益

固定資産受入 28,140

テナント解約金受入 51,127

原状回復費受入 116,644

その他 14,406 210,317

 特別損失

固定資産除却損 162,944

固定資産撤去費 444,127

減損損失 65,502

その他 36,032 708,606

税引前当期純利益 2,032,020

法人税、住民税及び事業税 281,218

法人税等調整額 372,822 654,040

当期純利益 1,377,979

(注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  

損    益    計    算    書

自  2022年4月 １日

至　2023年3月31日

科　　　　　目 金　　　　　額

  



（個別注記表）

1　重要な会計方針に係る事項に関する注記

 1-1 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法によっております。

・その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法に基づく原価法によっております。

なお、匿名組合への出資については、組合の財産の持分相当額に基づき評価 しております。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品

主に売価還元法に基づく原価法によっております。

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 1-2 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。ただし、亀戸店、目黒店、大森店、吉祥寺店、三鷹店及び水戸エリア店

舗の有形固定資産については定率法（1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法）によってお

ります。なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。

(2)無形固定資産

　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法によっております。

(3)リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

(4)長期前払費用

　均等償却によっております。なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

 1-3 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上する方法によっており

ます。

(2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

(3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき発生し

ていると認められる額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

  



 1-4 収益及び費用の計上基準

  不動産賃貸事業、直営事業を行っております。これらの事業から生じる収益は、主に顧客との契約に

従い計上しており、取引価格は顧客との契約による対価で算出しております。ただし、当社が代理人と

して行っているクレジット取扱手数料等に係る取引では、取引価格を顧客から受け取る対価から実際に

商品やサービスを提供するほかの事業者に支払う額を控除した純額で収益を算定しております。

  不動産賃貸事業に係る収益は、主に商業駅ビル形式による店舗等の管理及び運営によるものであり、

リース取引に関する会計基準に従い、賃貸借契約期間にわたって計上しております。

  直営事業に係る収益は、商品販売や飲食店舗によるものであり、顧客に対し商品を引き渡す履行義

務や、サービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、商品の引渡し時点、サービス

の提供時点で充足されます。

2　収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3　会計上の見積もりに関する注記

 3-1 繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の計算書類に計上した額　

　繰延税金資産 3,235,492 千円

(2)その他の情報

　繰延税金資産は、将来事業年度における将来減算一時差異の解消、税務上の繰延欠損金と

課税所得との相殺に係る減額税金の見積り額について、将来の課税所得の見積り等に基づき

回収可能性を判断し計上しております。

　課税所得の見積りは、事業計画や中期計画等の業績予測を前提としております。

業績予測において、新型コロナウイルス感染症の影響により減少した需要は、翌事業年度内に

一定の水準まで回復すると仮定しております。

　新型コロナウイルス感染症の影響により減少した需要の回復の仮定や景気動向、他事業者の

競合等により見積りの前提条件の変更が必要となった場合、翌事業年度の繰延税金資産の見

積りに影響を与える可能性があります。

 3-2 固定資産の減損

(1)当事業年度の計算書類に計上した額　

有形及び無形固定資産 46,833,651 千円

　なお、減損損失として65,502千円を計上しております。

(2)その他の情報

 当社は、管理会計上の区分に従い、業態ごとまたは物件ごとに資産のグループ化を行っており

ます。そのうち、帳簿価額に対し著しく時価が下落した資産および収益性が著しく低下した資産

について、帳簿価額の回収可能価額まで減額し、減損損失を認識しております。

　回収可能価額の算定に際しては、将来キャッシュ・フローの見積り年数、テナントの入居状況や

設備投資リニューアルを踏まえた営業収益の予測値、コスト削減施策の効果、将来キャッシュ・フ

ローの現在価値を算出するための割引率等の前提条件を用いております。営業収益の予測値に

おいて、新型コロナウイルス感染症の影響により減少した需要は、翌事業年度内に一定の水準ま

で回復すると仮定しております。

　新型コロナウイルス感染症の影響により減少した需要の回復の仮定や景気動向、他企業との

競合、市場価格の下落等により前提条件の変更が必要となった場合、翌事業年度の計算書類

において減損損失を認識する可能性があります。



4　貸借対照表に関する注記

 4-1 担保に供している資産

差入預託金・敷金 10,000 千円

　宅地建物取引業法に基づく営業保証金として供託しております。

差入預託金・敷金 38,840 千円
　

　資金決済に関する法律に基づき供託しております。

 4-2 資産に係る減価償却累計額

　　　　　有形固定資産の減価償却累計額 77,963,935 千円

 4-3 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 180,007 千円

長期金銭債権 209,821 千円

短期金銭債務 550,900 千円

5　損益計算書に関する注記

 5-1 関係会社との取引 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業取引による取引高

売上高　 　 　 　 　　　　　　　　　　                 301,679 千円

売上原価 13,500,518 千円

販売費及び一般管理費　　　 　　　　　　　　　　　 1,724 千円

 5-2 減損損失

　当社は、管理会計上の区分に従い、業態ごとまたは物件ごとに資産のグループ化を行っております。

そのうち、以下については投資の回収可能性が見込めないため、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、

当期減少額を「減損損失」として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能価額は使用価値によって測定しており、将来キャッシュ・フローを3％で割り引いて算定

しております。

住　　所 金　　額

茨城県取手市中央町2-5 27,232千円

千葉県浦安市入船1-1-1 18,860千円

東京都渋谷区恵比寿南1-5-5 16,965千円

茨城県土浦市有明町1-30 2,444千円

ｼｬﾝﾄﾞｴﾙﾌﾞ恵比寿店 建物、器具備品

合　　　計 65,502千円

土浦店 建物

ｼｬﾝﾄﾞｴﾙﾌﾞ新浦安店

店　名 種　　類
取手店 建物、器具備品

建物、器具備品



6　関連当事者との取引に関する注記

 

 6-1 親会社及び法人主要株主等 （単位：千円）

種類
会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社
東日本旅
客鉄道㈱

被所有
直接　91.5％

不動産の賃
借等・役員
の兼任

不動産賃借料等
の支払

7,666,882 未払金 48,686

取引条件及び取引条件の決定方針等
　(注1)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

 6-2 兄弟会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の
子会社

JR東日本
ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
㈱

なし
不動産の賃
借等

不動産賃借料等
の支払

2,636,341 未払金 -

親会社の
子会社

JR東日本
ﾋﾞﾙﾃｯｸ㈱

なし

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝ
ﾀｰの統括管
理業務委託・
工事発注等

業務委託費の支払

設備の購入

   4,329,296

     477,770

未払金

未払金

  　314,729

    117,716

親会社の
子会社

㈱ﾋﾞｭｰ
　　　ｶｰﾄﾞ

なし 加盟店契約
ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
債権の譲渡

31,869,458 営業未収金 1,737,668

取引条件及び取引条件の決定方針等
　(注1)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

7   1株当たり情報に関する注記

　　　　1株当たり純資産額　　　 9,405,603 円93銭

　　　　1株当たり当期純利益 264,081 円99銭

（単位：千円）

  


